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諮問庁：法務大臣 

諮問日：令和７年５月２７日（令和７年（行個）諮問第１３７号） 

答申日：令和８年７月３１日（令和８年度（行個）答申第１１０号） 

事件名：特定刑事施設が保有する本人に係る診療録等の不訂正決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

別紙に掲げる文書に記録された保有個人情報（以下「本件対象保有個人

情報」という。）の訂正請求につき、不訂正とした決定は、妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

個人情報の保護に関する法律（以下「法」という。）９０条１項の規定

に基づく訂正請求に対し、令和６年１１月２６日付け福管総発第４１１号

（以下「本件通知書」という。）により福岡矯正管区長（以下「処分庁」

という。）が行った不訂正決定（以下「原処分」という。）について、そ

の取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

審査請求人の主張する審査請求の理由は、審査請求書によると、おおむ

ね以下のとおりである。 

（１）決定知った日から翌日起算して３か月以内に審査請求可。と記載 

（２）審査請求は、本件通知書のとおり、原請求、趣旨主張のとおり、不服

上でも９０日以内にて、訂正を求めていたので、訂正対象とし訂正する

べきだ。 

（３）又、「やむをえない事由」について考慮されていない。考慮した決定

するなら、訂正するべきだ、又、「やむをえない事由」を考慮しない理

由について意見すべきだ。 

（４）「人質司法」にて、散々、虐待妨害、パワハラやモラハラや医療ハラ

スメントやハラスメントカスタマー、犯罪暴行等々にて権利行使妨害を

認めてる決定には正義に反する。訂正すべきだ。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件審査請求は、審査請求人が、処分庁に対し、令和６年１０月１５日

受付保有個人情報訂正請求書により、本件対象保有個人情報の訂正請求

（以下「本件訂正請求」という。）を行い、これを受けた処分庁が、同年

１１月２６日、保有個人情報の訂正をしない旨の決定（原処分）を行った

ことに対するものであり、審査請求人は、原処分を取り消し、本件対象保

有個人情報の訂正を求めていることから、以下、処分庁における原処分の
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妥当性について検討する。 

２ 原処分の妥当性について 

（１）法９０条３項において、訂正請求は、保有個人情報の開示を受けた日

から９０日以内にしなければならない旨が規定されている。 

（２）本件対象保有個人情報は、法７６条の規定に基づき、審査請求人が処

分庁に対し、特定年月日Ａ及び特定年月日Ｃないし特定年月日Ｅ受付で

行った、各開示請求に係る保有個人情報であり、各開示請求に係る各開

示決定（原文ママ）が、令和３年９月１日付け、令和４年５月１２日付

け、令和５年２月２８日付け及び令和６年４月１１日付けで行われてい

ることからすれば、本件訂正請求は、各開示決定の日（原文ママ）から

９０日を大幅に経過した後に行われたものと認められる。 

（３）以上のとおり、処分庁において、本件訂正請求は、保有個人情報の開

示を受けた日から９０日以内になされたものではないためとして、法９

０条３項の規定に基づき、保有個人情報の訂正をしない旨の決定を行っ

た原処分は、妥当である。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は、本件諮問事件について、以下のとおり、調査審議を行った。 

① 令和７年５月２７日   諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 令和８年７月２４日   審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件訂正請求について 

本件訂正請求は、本件対象保有個人情報について訂正を求めるものであ

るところ、処分庁は、本件対象保有個人情報の開示を受けた日から９０日

以内になされたものではないとして、法９０条３項の規定に基づき、不訂

正とする原処分を行った。 

これに対し、審査請求人は原処分の取消しを求めているが、諮問庁は、

原処分は妥当であるとしていることから、以下、原処分の妥当性について

検討する。 

２ 原処分の妥当性について 

（１）行政機関の長等から開示を受けた保有個人情報について、当該保有個

人情報の訂正を請求する場合には、法９０条３項の規定に基づき、当該

保有個人情報の開示を受けた日から９０日以内に訂正請求を行わなけれ

ばならないとされている。 

（２）当審査会において、諮問庁から提示を受けた、審査請求人が、特定年

月日Ａ及び特定年月日Ｃないし特定年月日Ｅ受付書面において行った各

開示請求（本件対象保有個人情報の各開示請求）に対して、処分庁が、

本件対象保有個人情報が記録された文書の写し（開示実施文書）を審査
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請求人宛てに送付する旨の事務連絡（写し）を確認したところ、当該事

務連絡の発出日は、それぞれ令和４年５月２７日、令和６年４月２５日、

令和５年３月３０日及び令和３年９月１５日であると認められる。 

（３）審査請求人が本件対象保有個人情報の開示を受けた日は、上記事務連

絡の発出後の近接した時期であることからすれば、令和６年１０月１５

日受付保有個人情報訂正請求書により行われた本件訂正請求は、本件対

象保有個人情報の開示を受けた日から、いずれも９０日を大幅に経過し

た後に行われたものであると認められる。 

（４）したがって、法９０条３項の規定に基づき、本件対象保有個人情報を

訂正しない旨の決定を行った原処分は妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

審査請求人のその他の主張は、当審査会の上記判断を左右するものでは

ない。 

４ 本件不訂正決定の妥当性について 

以上のことから、本件対象保有個人情報の訂正請求につき、法９０条３

項の期限を過ぎて行われたものであるとして不訂正とした決定については、

本件訂正請求は、同項の訂正請求期限を過ぎて行われたものと認められる

ので、妥当であると判断した。 

（第１部会） 

委員 中里智美、委員 木村琢麿、委員 中村真由美
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別紙 本件対象保有個人情報が記録された文書 

 

１ 特定年月日Ａ付け 

（１）特定文書番号Ａ「診療録（一般）」（特定刑事施設Ａ保有、特定年度

Ａ） 

（２）特定文書番号Ｂ「診察投薬申込簿」（特定刑事施設Ａ保有、ただし、特

定年月日Ｂから請求日までのもの） 

２ 特定年月日Ｃ付け 

（１）特定文書番号Ｃ 

ア 「診療録」（歯科を含む。処方箋、照射録、検査所見記録を含む。特

定刑事施設Ｂ保有、特定年度Ｂ） 

イ 「エックス線写真」（特定刑事施設Ｂ保有、特定年度Ｂ） 

（２）特定文書番号Ｄ 

ア 「病状連絡票」（特定刑事施設Ｂ保有、特定年度Ｂ） 

イ 「診療記録の要約文書その他の診療に関する記録」（特定刑事施設Ｂ

保有、健康診断簿含む、特定年度Ｂ） 

（３）特定文書番号Ｅ「医務日誌」（特定刑事施設Ｂ保有、特定年度Ｂ） 

（４）特定文書番号Ｆ「看護日誌」（特定刑事施設Ｂ保有、特定年度Ｂ） 

３ 特定年月日Ｄ付け 

（１）特定文書番号Ｇ「診療録」（特定刑事施設Ｂ保有、特定年度Ｃ） 

（２）特定文書番号Ｈ「レントゲンフィルム」（特定刑事施設Ｂ保有、特定年

度Ｃ） 

４ 特定年月日Ｅ付け 

（１）特定文書番号Ｉ「診療録（一般）」（特定刑事施設Ｂ保有、特定年度

Ａ） 

（２）特定文書番号Ｊ「診療録（一般）」（特定刑事施設Ａ保有、特定年度

Ａ） 

（３）特定文書番号Ｋ「レントゲン写真」（特定刑事施設Ａ保有、特定年度

Ａ） 

（４）特定文書番号Ｌ「診療録（一般）」（特定刑事施設Ｃ保有、特定年度

Ｄ） 

（５）特定文書番号Ｍ「レントゲン写真」（特定刑事施設Ｃ保有、特定年度

Ｄ） 

（６）特定文書番号Ｎ「診療録（歯科）」（特定刑事施設Ｄ保有、特定年度

Ｅ） 

 

 


